
 

生活保護制度の見直しー医療扶助の適正化②ー 

 
      

 
 
【「生活支援戦略」中間まとめ（抜粋）】 
○生活保護の見直し 
 ◆当面の対応  
   電子レセプトを活用した重点的な点検指導やセカンド・オピニオン（検診命令）の活用、後発品の使用促進等による医療扶助の適正化 
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患者 

 ②診療・処方 

先発 
医薬品 

後発 
医薬品 

福祉事務所は薬局へ、レセプト
点検で抽出した先発品継続使
用者の処方内容の照会。 

薬局は福祉事務所へ、照会の
あった者の処方せんの情報を
提供。 

あり 

③調剤 
 ＊後発品の新たな使用
促進策を患者に説明
して頂く。 ⑥助言指導 

先発品継続使用者に対する助言指導 ⑤使用状況の確認  

後発品への変更不可欄に
医師の署名が 

なし 

①周知・協力依頼 
＊先発品継続使用者や新たに服用する者に対
し、新たな使用促進策について周知徹底。 
＊医療機関、薬局に対し、新たな使用促進策に
ついて理解・協力を求める。 

福祉事務所（医療扶助相談・指導員等） 

医療機関 

④後発品を一旦服用 
１回の処方期間を目安に後発品を服用               

（風邪等の急性疾患は1～2週間、高脂血症等の慢性疾患は8週間等） 
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薬局 

 

  後発医薬品の使用促進に向けた取り組みなど
医療扶助の適正化に特化して活動する「医療扶
助相談・指導員」を新たに全国の福祉事務所へ
配置  

医療扶助相談・指導員の配置 

http://blog-imgs-36.fc2.com/u/n/a/unamu576/20091221030736678.jpg


 

生活保護制度の見直しー医療扶助の適正化③ー 

 
      

9 

【「生活支援戦略」中間まとめ（抜粋）】 
○生活保護の見直し 
  ◆制度の見直し  
     ・医療機関の指定等の見直し 
      保険医療機関に係る指定制度も踏まえつつ、現在の指定医療機関制度について、指定の要件、有効期間、取消要件など指定の在り方等

について検討する。 

 

○ 指定医療機関に係る規定が、健康保険法等に比
べて、 
 ・ 指定・取消要件等が具体的に定められていない 
 ・ 指導対象医療機関の選定に係る基準がない 

 等の理由により、指導等が十分でないといった指摘を
受けている。 

課題 

○保険医療機関に係る指定制度も踏まえつつ、現在
の指定医療機関制度について、指定の要件、有効期
間、取消要件など指定の在り方等について検討す
る。 

    

見直し・検討事項 

指定要件 

➢厚生労働大臣は、次に該当するときは指定しないことができる。 
 （健康保険法第65条第3項） 
・指定取消の日から５年を経過しないもの 
・健康保険法に基づく指導を重ねて受けたもの 
・健康保険法等に違反し罰金の刑に処せられ、その執行を終わるまでのもの 
・禁固以上の刑の処せられ、その執行を終わるまでのもの 
・医療保険各法による保険料、負担金又は掛金を引き続き滞納しているもの 

・前各号のほか、著しく不適当と認められるもの 

有効期間 
➢指定は、指定の日から起算して6年を経過したときは、その効力を失う。 
 （健康保険法第68条第1項） 

取消 

➢厚生労働大臣は、次に該当する場合には指定を取り消すことができる 
 （健康保険法第80条） 
 ・第72条第1項（保険医等の責務）の規定に違反したとき  
 ・第70条第1項（保険医療機関等の責務）の規定に違反したとき 
 ・支払に関する請求に不正があったとき 
 ・報告等を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告したとき 
 ・出頭を求められてこれに応ぜず、又は検査を拒み続けた等のとき 
 ・医療保険各法による療養に関し、前各号に相当する事由があったとき 
 ・罰金の刑に処せられ、その執行を終わるまでの者に該当したとき 
 ・禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでの者に該当したとき 

 ・前各号のほか、この法律若しくは国民の保険医療に関する法律に基づく命令若
しくは処分に違反したとき 

（参考）健康保険法（保険医療機関） 
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